
「生産と消費の矛盾」と恐慌論

安井修

I 課題設定

前稿「市場価格の産業循環的変動Jcr香川大学経済学部研究年報J19)の目

的は，実現理論に立脚した恐慌・産業循環論の構築にあった。そこでは，従来

の実理理論のアプローテ(上向法的接近)に代って，次のよラなアプローチ

が採用された。即ち，市場価格の産業循環的変動を解明するためには，需要・

供給の産業循環的変動を解明しなければならないが，需要供給の産業循環的変

動は，需要・供給を個別資本や消費者にそくして与えるととによって始めて明

らかにすることができる。そして， そのためには，実は， c実現理論とは無関

係であると考えられている)置塩理論の再構成が必要不可欠となる。なぜなら'一一

置塩理論こそは，需要・供給を個別資本や消費者にそくして与えた唯一の試み

であるからであり，何故再構成でなければならないかといえば，置塩理論はこ

れを均衡経路の不安定性の論証にだけ使用しているが，この間じ枠組を，産業

循環過程を前提にした上で投入しなければならないからである。この再構成と

いう点については，更に次のよラに補足することができる。周知のように，マ

ルクスは，一方で，本源的蓄積過程を解明し(第1巻第7篇第24章)，他方で，

この本源的蓄積過程によって成立した資本・賃労働関係を前提にし，これがい

かに再生産されていくかを資本蓄積論で解明している〈第1巻第7篇第21章~

第23章)。それと同じよラに，一方で，置塩理論のように均衡経路の不安定性を

解明し，他方で，この均衡経路の不安定性によって成立した恐慌・不況過程を前

提にし，その下で産業循環過程がいかなるメカユズムを通してくり返されてい

くかを解明することができるし，解明しなければならない，と。(後者ζ そ，わ

(1) 置塩理論は，商品過剰説をとるにせよ，資本過剰説をとるにせよ，新しい恐慌・産
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れわれは，固有の意味での産業循環論であると考える。〉

このようなアプローデを，前稿では，実現理論の下向法的接近と名づけてき

たが，そこでは，当然，従来の実現理論の一方の柱であった再生産表式分析を

めぐる論点はひとまず捨象されることになったじ了それ故，再生態表式分析と

不可分な形で展開されてきた「生産と消費の矛盾Jも実現理論の不可欠の要素

とはなっていなかった。〉そとで，本稿では.r生産と消費の矛盾」から恐慌・産

業循環を説く立場(それは必然的に再生産表式分析をめぐる議論に収放してい

業循環論を模索する場合には，必ずのりこえなければならない一つの障壁となってい

る。われわれは，置塩理論、を均衡経路の不安定性の論証という点に銀定する限りべた

とえば，投資関数の形を変更しても，どちらの投資関数が正しいかという点になると，

最終的な結着はえられそうにもないのであって，そういラ意味で).根本的にのりと

えることが困難な体系であると考える。われわれは，むしろ，震塩理論の枠組を産業

循環論(=不均衡経路)の問題に移しかえることによって，はじめ℃新しい恐慌・産

業循環が構築できる(たとえば，投資関数は一般的な形で与えられるのではなく，産

業循環の各局面毎に与えられねばならない)と考え℃いる。

(2) たとえば，実現理論に立脚した恐慌・産業循環論の代表的著作とみなされlている富

塚 (8)でも井村(1)でも，その体系は，まず，商品一貨幣論に対応した恐慌の可能

性があり，続いて，再生産表式分析をめぐる議論(恐慌の{臆発展した可能性)があり，

(富塚 (8)では，その後に.r資本論』第3巻第3篇第15章に対応した恐慌の必然性
があり，井村(1)にはそれがないが)，最後に産業循環論がおかれる，という構成に

なっている。但し，富塚 (8)では，恐慌の必然性を産業循環論の前に与えているの

で，産業循環論が，すでに解明した論理を産業循環としてもう一度くり返すという形

になっ℃いるが，井村(1)では，恐慌の必然性(但し，そうした言葉は使われてい

ない)が，産業循環論のなかで与えられる構造になっている。その点では，井村(1)

の方がはるかに産業循環論を重視した構成になっているが，それでも，われわれのア

プローチとは決定的に異なるといわなければならない。

(3) 最近.r生産と消費の矛盾J.r恐慌の一層発展した可能性J.r不均衡」等と再生産表

式分析とがいかに関連するかという論争が富塚 (9)一久留間 (4)を中心として震

関されている。もちろん，われわれは.r生産と消費の矛盾」と再生産表式分析との関

連以前に，そもそも「生産と消費の矛盾」によって恐慌・産業循環を説明すること自

体に疑問をもっているので，この論争に対しても否定的にならさるをえないが，それ

でも，恐慌・産業循環論の論争史〈本稿は，その一端を明らかにすることを課題とし

ている〉という観点からは，次の点を確認しておかねばならない。即ち，この論争は，

文献考証学的な問題を別とすると，山田盛太郎一山本二三丸の「均衡条件J一「法則J
の論争?とただ回帰するだけの論争であって，論争の一方の当事者である富塚(9)がい

ラように，久留問自身の「恐慌論がいますとしく詳細にJ(81頁〉説明されない限り生

産的な論争とはならないであろう，と。その意味で，本稿では.r生産と消費の矛盾」

によって恐慌・産業循環を説く立場は，依然として，富塚 (8)井村(1)の見解に代
表されているとみなし 1ている。
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(会〉

く〉を批判することによって，前稿の補完をすることにしよう。

II 過少消費説

-361-

マルクスは，周知のように， i恐慌の究極の根拠Jをなすのは， i生産と消費

の矛盾Jであり， i生産と消費の矛盾」とは，生産諸力の無制限的発展傾向と労

働者大衆の狭臨なる消費制限の閣の矛盾であるとした上で，これと対比する形

で，過少消費説を批判している。即ち，過少消費説とは， V+Mドグマに陥っ

ており，生産的消費についての十分な認識に欠けており，要するに再生産表式

分析を欠いた議論である，と。ところが，マルクス以降の恐慌・産業循環論で

もJ生産と消費の矛盾」によって恐慌・産業循環を説明する立場にたつ以土は，

(究極といラ制限付であれ，生産諸力の無制限的発展との関連ではじめて成立

するというのであれ)，消費制限が恐慌の根拠となることに違いはないのである

から，多かれ少なかれ，過少消費説的傾向を含まざるをえないととになる。そ

れ故，戦後の恐慌論論争のなかで， i生産と消費の矛盾」にlよって恐慌・産業循

環を説く論者は， i過少消費説とは何かJについてそれぞれ異なった定義を与

え，それと対比する形で自らの恐慌・産業循環論を構築するという形をとるこ

とになり，かくして，恐慌・産業循環論がそれぞれ異なるように，過少消費説

に対する批判もそれぞれ異なるととになる。

そこで，われわれは，それぞれの論者の過少消費説批判をとりちげる代り

に，まず，われわれ自身で，過少消費説についての一つの定式化を行ない，こ

れを批判し，次に，その過少消費説をとえる立場についてのみ，本稿 III，IVで

とりあげるという構成をとることにする。(結論を先取りしていえば， II過少消

費説→III富塚説→IV井村説への論理展開とは，過少消費説的立場を弱ゐてい

く流れであったということができるし，また，井村説に至っ Iて，過少消費説的

(4) 但し，われわれが批判するのは， r生産と消費の矛盾Jから恐慌・産業循環を説く立
場に対し℃であっ-C，そのよラに批判するからといっ'-C，再生産表式分析と恐慌・産
業循環論とが無関係であると主張し℃いるのでは決してない。(本稿， V結語，注 (13)

参照)
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立場(それ故， ["生産と消費の矛盾」によって恐慌・産業循環を説く立場)はあ

と一歩で完全に払拭されるところまでまたといろこともできるであろう。)

まず，われわれは，過少消費説について以下のよろに定式化寸る。生産財生

産の無制限的拡大は必然的に消費財生産用生産財の拡大をもたらし，それは消

費財生産(供給)の拡大をもたらすことになるが，消費財需要は!敵対的分配関

係に支配されているので制限されており，かくして，消費財部門で，需要く供

給が発生せざるをえないし，それは，生産財部門にも波及せざるをえない。但

し，それがすぐ発現す泊るとすれば，慢性恐慌となるが，そうはならないのは，

拡大再生産には，それを隠蔽し℃しまう弾力性(たとえば，長期の建設期間等〉

が存在するからである，と。(かかる過少消費説にもっとも近いものは，現在で

は，松石 (11)であろう。〉

これに対しては，当然次のような疑問が発生する。第一の点は，消費財部門

で需要<供給が発生するか否かという点であり，第二の点は，たとえ消費財部

門で需要<供給が発生しても，生産財部門の蓄積需要が強いため，生産財部門

では需要〉供給が維持されるのではないかという点、である。かかる形に問題を

たて，消費財部門で需要く供給が成立し，生産財部門でも議積需要が減少する

「可能性はあるけれども，必らずそうなるということはできないJ(208頁〉とし

たのが置塩 (3]である。置塩 (3)の批判のラち， とりわけ重要なのは第二の

点である。過少消費説がこの点について明確な解答を与えることができなかっ

たのは，結局資本家の投資行動(投資関数〉についての明示的な規定を欠いて

いたからである。逆に，置塩 (3)では..，その明示的な規定が与えられており，

それ故，投資需要の累積的拡大のメカユズムが与えられており， それが，過少

消費説批判の究極の根拠となっているのである。もし，消費財部門で需要く供

給が発生してら，生産財部門で需要>供給が維持されるとすれば，市場機構を通

(5) 正確には，過少消費説批判のみならず，実現理論批判の究極の根拠となっ℃いると
いうべきであろう。それ故，実現理論構築にあたっ℃は，置複 C3)の投資関数論批
判は避けることができない問題である。その批判を足がかりにして，新しい実現理論
を構築しようとした前稿では，しかしながら同時に，過少消紫説的傾向も一切払拭さ
れるとととなったのでちる。
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して，生産財部門の生産 Lの伸び率)拡大，消費財部門の生産(の伸び率〉縮小

が生ずることになる。これは，まさに第 I部門の不均等発展にほかならない。

かくして，過少消費説をこえるためには，第 I部門の不均等発展とは何か，第

I部門の不均等発展と「生産と消費の矛盾j(更には，恐慌・産業循環〉とはい

かに関連するかといち問題に答えなければならない。

III 富塚説

以上のように，過少消費説が，第 I部門の不均等発展しか示しえなかったと

すれば，この不均等発展が不均衡であることを示すためには，もう一つ別の論

理が必要となる。かかる論理を始めて導入したのが， 富塚 (8)である。富塚

C8)はパ生産力水準にして変化なさかぎり，資本構成・剰余価倍率とともに，

またそれらとの連関において，部門構成も(原則として)不変でなければなら」

(94頁)ないとし，そこから，まず，次のこつの命題をひきだした。

H 不変の部門構成にもとづく一本の均等発展(富塚 (8)では，均衡蓄積軌

道)を描さr，第 I部門の不均等発展(富塚 (8)では，第I部門の自立的発展〉

は"この均等発展よりヨjE離したものとして，不均衡累積過程である，と。

同 rr第 I部門の自立的発展とその限界』に関する命題」は， r<<w蓄積衝動J

による『生産の無制限的発展への傾向』と『労働者階級の狭臨なる消費限界J

との聞の『矛盾~>>の展開の，別様のー表現にほかならなし、J (138頁)のであ

り，第 I部門の不均等発展とはJ生産と消費の矛盾Jの激化が表現されたもの

である，と。

この富塚 (8)の主張の問題点、は，いうまでもなく，生産力が不変なら，部門

(6) あらかじめ次の疑問に答えておかなければならない。即ち，このような第 I部門の
不均等発展は，当然部門閣の不均等な価格騰貴を前援にしなければ実現されないが，
かかる価格現象は， r信用と競争」の段階ではじめて対象としうるものであり，再生産
表式分析のレベノレでは，とりあげることはできないという疑問である。もちろん，再生
産表式分析レベルでは，不均等的価格騰貴自体を対象とすることはできないが， (この

不均等的価格騰震に媒介されて成立する)不均等発展の再生産表式分析的意味を解明
することは可能である。問題は，あくまでも不均等発展の再生産表式分析的意味が，
「生産と消費の矛盾」に，そして恐慌・産業循環に，いかに関連するか(または， I菊述

しないか)という点でなければならない。
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構成も不変でなければならないかどうかという点にある。この点は，次のIV井

村説で詳しく検討することにして，ここでは，富塚 (8)のもう一つの命題につ

いて検討するととにしよう。というのは，以上のごつの命題は..，確かに過少消

費説とは異なる新しい論点、を提供したものといってよいが，それだけでは，実

現理論としては完結しないからである。つまり，ごつの命題は，不均衡が存在

し，累積するといっているだけで，それがいかに恐慌となってあらわれるか，

即ち，消費制限がいかに発現し，恐慌を勃発させるかといちプロセスがまだ説

明されていないからである。

国 この発現過程について，富塚(8)は，過少消費説的立場を次のように変

更する。 rr個人的消費のための需要J(r消費需要J)は， r生産的消費のための

需要J (r投資需要J) の大いさを究極において規定し制約するのではあるが，

『投資需要』が順当に増大し続け，それにともなって雇用が増大し，賃金率が上

昇し，かくして『消費需要jが増大し続け℃ゆくならば，そ ζにはなんら必然

的な限界はない，とされねばならないだろうJ(141買〉とし，まず，過少消費

説にみられたような消費制限の直接的な発現を否定する。そして，くこのよう

に，投資需要と消費需要とワシセットにしたので，消費需要が減退するために

は，投資需要が減退しなければならないが，そこで〉投資需要が挫折する契機

をそれ自体として純粋にとりあげ，その契機を周知のように，く労賃上昇一利

潤率低下→資本の絶対的過剰生産(追加投資により利潤総量が増加しないまた

はかえって減少する場合))という形で設定する。このように，投資需要の減退

が説明されれば，それとともに，消費需要の増加速度も鈍化し始め (203頁)，

こうして，消費制限が発現し，恐慌が勃発するととになる，と。

この国の命題の問題点は三つある。一つは， r資本の絶対的過剰生産」に関す

る問題点である。しかし，この点の検討は次稿の課題である。もう一つの点は，

(7) 資本の有機的構成の高度化(生産力の上昇)に伴う第I部門の不均等発展(または，
優先的発展)とここでの第 I部門の不均等発展とは明確に区別されねばならない。こ
の二つの不均等発展の区別は，富塚C8)井村 (1)に共通してみられるものであり，す
でに解決された問題であるとみなされているので，以下では，資本の有機的構成の高
度化に伴う第I部門の不均等発展は対象としないことにする。
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「資本の絶対的過剰生産」に関する論点、をひとまず認めたとした上で，この論理

と，先にみた第 I部門の不均等発展=r生産と消費の矛盾」の激化という論理

とが整合しうるかどうかという点である。富塚 (8)では，賃金率の上昇によっ

て利潤率が下落し，遂には「資本の絶対的過剰生産jにいきつくことになるそ

の時間的長さが明示的に示されてはいないが，恐慌直前に賃金率が急上昇する

という想定をとるのではなく，始況末期に徐々に労働力不足から賃金率が上昇

するという想定をとるとすれば，好況末期では，投資需要の伸び率が相対的に

鈍化し始めるのに対し，消費需要の伸び率は， (たとえ投資需要の伸び率の鈍化

により麗用の拡大が鈍化したとしても，賃金率が上昇し始めるので，投資需要

と比較すれば相対的には〉増大することになる。このように，投資需要の伸び

率に対して，消費需要の伸び率が上昇してくることは，必然的に不均等発展の

均等化(もちろん，不均等発展が均等発展へ移行するとは限らないが，少なく

とも，不均等発展の累積化は;ストップずる〉をもたらし，モれは，富塚 (8)の

いう[生産と消費の矛盾Jの激化を緩和するものとなる。もちろん，富塚 (8)

もこのような点について，好況期一般については認めている。「自立的発展とい

えども，それが雇用機大を通じて労働者階級の消費需要を増大せしめてゆくか

まり，また実現の問題が顕在化するまでは，投資増大につれて利潤もまた増大

しそれ故にまた資本家階級の消費需要も増大してゆくかぎり，いわば後からそ

の『自立的発展Jの『自立性」自体を或る程度まで解消せしめてゆく側面をも

つのである。J(162頁)しかし，富塚 (8)では，好況末期の「資本の絶対的過

剰生産Jが出現するまでの時点、についても，この「自立性jの解消が成立しラ

るのではないかという疑問点を考慮していない。つまり，富塚 (8)の論理構成

では，まず，第 I部門の不均等発展を中心として「生産と消費の矛盾」の激化

を説き，次に，恐慌の発現過程で，投資需要の減退を説明するものとして， r資
本の絶対的過剰j生産」を説いているが，それだけに終ってしまい， r資本の絶対

的過剰生産」が成立するような局面では，それが第 I部門の不均等発展にいか

に反作用を及ぼすかという点を考慮していないのである。反作用を考慮すれ'

ばJ資本の絶対的過剰生産」と第 I部門の不均等発展=r生産と消費の矛盾」
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の激化とは両立しえない二者択一的なものとなり，富塚 (8)のように， 1内的

連繋と二律背反!の関係としてつなげることはとうていできなかったであろ

う。ふのように，1資本の絶対的過剰生産Jが進行する下では，第 I部門の不均

(8) かかる疑問に対し-C，第 I部門の不均等発展と実質賃金率の上昇(それ故，r資本の絶

対的過剰!生産)Jとが両立しうるとし，積極的に富塚(8)を擁護しようとし℃いるのが，

長島(10)付論ーである。長島(10)は， (成長率 gh g2を変数とする)余剰生産財と余

剰消費財についてのこつの自由度方程式を設定し，第 I部門の不均等発展 (gl>g2)

が成立する時， W(実質賃金率)がいかなる運動を示すかを追跡し，一定の条件の下で

は，gβ>g2が成立するためには， W が上昇しなければならない場合があるとし，それ

故，その条件の下では，r実現問題」と f資本過剰」との二律背反的矛盾が成熟してい

ゐとしている。これに対して，高須賀(6)は，同じ二つの自由度方程式から，長島

(10)の議論が部分的に成立しうることを認め，しかしながら，部分的である(一定の

条件つきである)が故に， r一般理論とはなりえないJ(209頁)と批判している。

しかし，われわれは， このよラな高須賀 (6)の批判では不十分であると考える。批

判は，長島 (10)の二つの自由度方程式そのものに，それ故(長島 (10)の議論の出発

点となっている〉高須賀 (5)の議論にむけられねばならない。高須賀 (5)では，生

産価格表式の展開を， (1)余剰生産財についての成長率の自由度方程式， (2)それに

対応した蓄積率の自由度方程式， (3)成長率と蓄積率の関係，として与え， (とれだ

けであると，価値表式の定式化の場合とほとんど変らない)，その上に，余剰消費財に

ついての不等式を追加している。この不等式は，余剰消費財は(資本家の消費部分も

必要だから)追加労働力に伴う追加消費財より大きくなければならないということを

定式化したものである。ところが，高須賀 (5)では，その後で， r自由度の存在は展

開をきわめて複雑にするJ(173頁〉として，資本家の消費部分を捨象し，その結果，余

剰消費財が追加労働力のための追加消費財に等しくなり，不等式は等式に変更され，

かくして，二つの自由度方程式が設定され9 それにもとづいた議論が展開されること

なっている。しかし，このこつの自由度方程式は，gl>O， g2>Oの領域で必ず交点

をもっとは限らない。そこで，高須賀 (5)(6)，長島 (10)では，交点をもつように

W が変化する，つまり， W を調整因子とし℃作用させているのである。マルクスの

場合であれば，その交点は次のように与えられるというべきであろう。第 I部門の落

積率が優先的に与えられる形で，第 I音E門の次年度の追加生産財， (それとの関連で)

追加消費財が決まり，余剰生産財の残りの部分に対応し-C，第E部門の次年度の追加

生産財，追加消費財が決まる。残りの余剰消費財は，均衡が保たれるように，すべ℃

資本家の個人消費にふりむけることになる，と。(但し，そのためには，先にみた不等

式が成立していなければならない。)しかし， W が変化するにせよ，資本家の消費が

変化するにせよ，これが，現実の調整メカニズムであるわけでは決してない。という

のは，交点がないというのは，余乗)1生産財を吸収する成長率の組合わせ〈その背後に

蓄積率の組合わせを考えることがでまる)と，余剰消費財を吸収する成長率の組合わ

せが一致しないということであるから，生産財?と消費財の部門間不均衡が発生してい

ることを意味している。かかる部門間不均衡は，価格メカニズムを通して，(余剰生産財

が多い場合は，第II部門の蓄積率が高くなり，少ない場合は，第 I部門の蓄積率が高く
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等発展=r生産と消費の矛盾」の激化自体が緩和されるとすれば，く第 I部門の

不均等発展z 不均衡累積過程であり，その不均衡が実現問題としていつか顕在

化してくる〉といろ論理(富塚 (8)の第(→第に)の命題)をたとえ認めたとし

ても(それが正しいかどうかは， IV井村説で検討する)，そもそも緩和されてし

まっているのであるから，顕在化しょうもないということになる。

富塚(8)の第同の命題についての最後の問題点は，次の点である。いままで

の批判は， r資本の絶対的過剰生産Jと第 I部門の不均等発展とは両立しえない

という点にあったが，そのことは， r資本の絶対的過剰生産」と実現問題一般と

が両立しえないということまで意味す齢るものではない。第 I部門の不均等発展

など怠くても，一方で， r資本の絶対的過剰生産」による投資需要の減退が説明

され，他方で，膨大な生産手段の存在と投資需要の上・下への累積性とが前提

されているとすれば，実現問題が顕在化してくることはいえるであろろ。そし

て，その限りでは， r資本の絶対的過剰生産」と実現問題とは，時を前後してお

こることになる。おこる以上，それは潜在的に存在していたということもでき

る。しかし，ここで説明した「資本の絶対的過剰生産」と実現問題の両立は，

富塚 (8)の説明とは異なったものである。富塚(8 )では，投資需要の減退に

なるという形で)調獲されるからである。再生産表式分析の本来の課題を解明するた
めには，当然均衡を前提にしなければならないし，その均衡を成立させる便法とし'C，
資本家の消費を調整因子にするととも wを調整因子にすることも可能である。 し

かし，現実的過程として，部門間不均衡がW によっ℃調整されるとし，((gl>g2' w 
の上昇》桁成立するとし，それを，第 I部門の不均等発展 Cf実現問題J)と「資本過
剰」の両立であるとするなら，これは明らかな誤りである。(なお，長島 (10)は，二

つの自由度方程式を設定することによっ℃社会的需給の不一致を扱うことができると
しているが，これはいうまでもなく誤りである。ここでは，簡単なの lで，長島 (10)で

なく， 高須賀(6)の記号を使って，そのことを明らかにしておこう。たとえば，生

産財の自由度方程式は， XI(わ =K1(t+1l+ K2(川〉から， α口 X/K，Q~K2;KI とすれば，
αI=GI(り+Q(t)G2(りと導出できる。このような場合について，長島(loJは，左辺が
供給，右辺が需要にあたるとしているが，もし，右辺が需要なら X;K=αとし'C.，α

を技術係数とすることはできないはずである。というのは，生産手段の物量・と〈それ

によっ℃生産される)生産量の物量とは確かに技術的関係とすることができるが，生
産手段に対する需要と生産量とは技術的な関係とはいえないからである。このような
議論，即ち，再生産表式レベルで需給関係、について言及する場合に陥りやすい誤りに

つい℃は，前稿注(4)指摘した通りである。)
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伴う消費需要の減退(狭院なる消費制限)がきめ手?となっているが，われわれ

の説明では投資需要の上・下への累積性がきめ手になっているからである。わ

れわれは，消費需要の減退だけから下方への累積過程を与えることはできない

と考える。その時，富塚 (8)が第 I部門の不均等発展をもちだすとすれば，第

I部門の不均等発展と投資需要の上・下への累積性は異なる(後者は，均等発

展の下でも成立する〉し，更に，他方で「資本の絶対的過剰生産」を前提する以

上，その道は先の批判によってすでに断たれているといわなければならない。

IV 井村説

富塚 (8)の主張のうち，く第 I部門の不均等発展=r生産と消費の矛盾jの

激化〉という側面を批判的に継承したのが井村(1)である。井村(1)は，富塚

(8)が均等発展(=均衡蓄積軌道〉を設定したことを高く評価しながらも，富

塚 C8 Jが，生産力不変なら部門構成も不変でなければならないとし，かかる命

題から，均等発展(井村(1)では，均等的拡大〉からの希離である第 I部門の

不均等発展(井村(1)では，第 I部門の不均等的拡大〉をただちに不均衡累積

過程であるとしたζ とを鋭く批判した。 そこで， われわれは，最後に， 井村

(1)の検討を三点にわけてみることにしよう。

村井村(1)は，まず，たとえ生産力が一定でも， r拡大率αの異なる『均

等的拡大再生産』が無数に存在し， αの高さによって部門構成も異なることに

なるJ(71頁〉 と富塚 (8)を批判する。つまり，均等発展といえども，富塚

(8)のように決して一本ではなく，拡大率が高い程，第 I部門〈とりわけ 1F 

部門〉の比率が高くなる均等発展は無数にありうるというわけである。但し，

無数にあるといっても，今ある期の部門構成が与えられているとすれば，その

部門構成を不変に保つような均等発展は一本しかない。したがって無数にある

というのは，生産力不変という前提だけでは，部門構成や拡大率が異なればくそ

して生産力不変というだけなら，異なった部門構成を想定することは可能であ

る)，異なった均等発展が存在しうるということにすぎなじどその意味では，こ

(9) そこで，このような無数にある均等発展のなかからー本の均等発展を特定化するた
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の点自体には，実は大きな問題が含まれているわけではない。

問題の焦点は，いうまでもなく，生産力不変の下で，第 I部門の不均等発展

が生じた場合，とれを富塚(8Jのように不均衡累積経路といえるかどうかとい

う点である。井村(1]は， 不均衡を伴うことのない第 I部門の不均等発展が

成立しろることを次のように示している。(井村(1 ) 93--96頁)今，期末の総

生産物が， 1 (C+V+Mc+Mv十Mk)，II (C十V十Mc十Mv十Mk)で示される

とする。資本の有機的構成一定で，剰余価値率が一定であるとすれば，次年度

の総生産物の部門閣の比は， 1 (C+Mc) とII(C+Mc)の大まさによって決

まるととになる。他方， II (C十Mc) ロ 1(V十Mv+Mめであるので，部門間

比は，結局， 1 (C+Mc) と1(V十Mv+Mk)の比率に依存することになる。

この比率は，たとえ資本の有機的構成 (CjVまたは McjMv)が一定であって

も 蓄 積 率 (Mc+MvjM)の値によって変化する。したがって，生産力一定で

も，第I部門の蓄積率が高ければ，部門構成は変化するのであり，それ故，不

めに，初期の所与の資本配分比→部門構成をとりだし，それが不変に維持される経路

を一本とりししたのが大島 (2)の分析である。(富塚 (8)でも一本の経路が均衡蓄

積軌道とし℃とりだされτいたが，生産力;不変である限れそれ以外の均等発展経路
の存在を認めていない。それに対し，大島(2)では，それ以外の経路も一応認ゆた上

で，そのなかから一本の経路をとりだしているのである。〉大島 (2)では，これをと
りだす意義を次のように与えている。資本配分比率が不変にとどまる限りで，無限に
発展しうるが，もい資本配分比が上昇(下落)するような蓄積率(比)が選ぼれば，
均衡蓄、積軌道の上，下限にいつかはぶつかっ℃しまい，無限に発展することはできな

い，と。しかし，かかる主張は，それが恐慌・産業循環論とどのように関連するかと

いう点が与えられねば，所詮，再生産表式分析の精級化以上の中味を与えることはで

きないであろう。

(10) との点は，きわめ-c重要であると同時に，自明のとととも恩われるが，とれさえ十分

理解されていない場合もある。たとえば徳重(7)は， r 1 (C十Mc)が1(V+Mv+Mk) 
を上廻って増大するということは，資本構成 (Mc/Mv)の高度化を伴った資本蓄積によ
って初めて可能となるJ!(102頁〉としている。しかし，今， 1 (Mc+Mv)j 1 M=α1とす

ると， 1 (C+Mc)/ 1 (V +Mv十Mk)=1 (C+Mc)j 1 (V+Mv+ξム(Mc十Mv))
~I 

となる。この比率は，CjVやMcjMvが不変でも，叫が変化すれば，当然変化する。

(α1が大きい程，比率は高くなる。〉もちろん，再生産表式は，自由度1の体系であるか

ら， αtとα2が自由な値をとることはでまないが，それでも.一定の自由度の範囲内で
は変化しうるものである。富塚自身は，その後，部門迷隠の弾力性を部分的に認めてい

るが，その弾力性を規定するものが何であるかについ℃明確な規定を与えていないの

で，そのような変更自体も積極的に評価することはでさないといわざるをえない。
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均衡を伴わない第 I部門の不均等発展は， (一定の自由度の範囲内で〉成立しう

るものである，と。但し， ζの結論自体は，すでに高須賀(5 Jが再生産表式の

自由度を明らかにするなかから導きだしたものである。したがって，井村(1)

の意義は， この結論を富塚 (8)批判のなかから導きだしたことにあるといわ

なければならない。

仁j すでにみたように，富塚 (81では，第 I部門の不均等発展が不均衡であ

ることを前提にした上で句，第 I部門の不均等発展を「生産と消費の矛盾Jの激

化の表現されたものととらえる立場が提示されていた。(上述第同の命題)した

がって，井村山〕のよろに，第 I部門の不均等発展が不均衡を伴わないとする

と，不均等発展と「生産と消費の矛盾」の関係は，定義の問題(つまり，第 I

部門の不均等発展は「生産と消費の矛盾Jをいい箇したものであるという定義

の問題)としては残るとしても，不均等発展=1-生産と消費の矛盾Jと恐慌・

産業循環の関係は消えるように思われる。しかし，井村(1)はそのような立場

をとらず，この点ではむしろ富塚 (8Jを高く評価し，次のよろに主張する。均

等的拡大では，生産と消費が照応し-(いるが，不均等的拡大では，生産と消費

が不照応である。つまり，たとえ，部門内・部門閣の均衡は維持されていても，

不均等的拡大では， ilI部門の消費手段生産との関連において， それとの f照

応J関係を破って， r過度』に拡大していることにもなる。J(井村(1 ) 105頁〉

このように，井村(1)の不照応には，不均衡は伴わないとはいっても，く正常

ではなく，必ず逆転されねばならない〉というア・プリオリな主張が含まれて

いるよろに恩われる。

(11) たとえば， r資本による最大限の利潤の追求は，生産諸力の『無制限的』発展傾向を
うみだすと同時に，労働者の消費を狭院な枠内に制限する傾向をうみだすのである
が，しかしながら，かかる資本制生産においても，あらゆる生産が消費手段の生産と
その消費に結実していくものであるという関係は厳然として存在しているのである。」
(井村c1) 26頁)かかる主張は， そもそも富塚 (8)にあったものである。「転倒的な
資本制的再生産過程といえとも，その実体的基礎におい℃は人間と自然との物質代謝
Stoffwechselの反復過程たることに変わりない以上， すべての生産の流れは最終消
費財生産のそれへと結実してゆくべきであり，一切の生産は， r終局におい℃消費と関
連し消費に依存している』といラ事実自体は覆しえない。J(富塚 (8194頁〉
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この点については，われわれは次のように考える。生産のための生産や消費

財生産と結びつかない生産は，究極的には存立しえないが，しかし，そのこと

が，恐慌をひきおこす原因となるのではなしあくまでも，産業循環を通して

事後的に貫徹するものと考えなければならない。たとえば，第 I部門は"好況

過程で著しい拡大傾向をもつが故に，逆Hこ.，激しい恐慌・不況過程を経過い

そうした産業循環過程を通して，第 II部門との一定の照応関係が成立する，と

いうようにである。但し，事後的に貫徹するといっても，産業循環を通した結

果，いかなる部門間比が成立するかは， (たとえ資本の有機的構成が不変でも〉

一義的にはいえないであろろ。拡大率の異なる無数の均等的拡大があり，社会

主義社会では，一時的に第 I部門の不均等発展をした後，高い拡大率の均等的

拡大への移行するといろ政策も可能である。資本主義社会では，そのよろな移

行のメカニズムは欠けているが，しかしそれでも，均等的拡大が無数にある以

上，どの拡大率が産業循環を通して事後的に実現するかは，たとえ生産力が不

変でも，一義的にはいえないであろう。

しかし，この論点についてこれ以上言及する必要はない。というのは，第 I

部門の不均等的拡大 Z 生産と消費の不照応とL寸表現が，恐慌・産業循環論に

とって有意義であるか否かは，結局，これによって恐慌の発現過程がいかに説

明されるかにかかっているからである。

国 井村C1J第5主主では，恐慌が発現する契機として，消費市場での実現条

件の悪化等が与えられているが，それらは主要な契機ではなく，中心はあくま

でも f>aFの問題である。ここでの問題点はこつある。一つは，産業循環過

程のなかで f>aFの問題をいかに位置づけるかという点であるが， この点に

ついては，すでに前稿で井村(1)を批判するなかから，われわれの立場を詳し

く与えたので，ことでくり返す必要はない。 もう一つの点は，f>aFの問題を

中心として展開される恐慌の発現過程と，第 I部門の不均等的拡大=生産と消

費の不照応とがいかに関連するかという点である。均等的拡大の場合に比して，

不均等的拡大の場合の方が， f>aFの問題がより一層深化することは事実で

あるが，f>aFを中心とする下方への累積的波及は，生産と消費の関係が不照
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応にある不均等的拡大の場合だけに生ずるのではなく，生産と消費が照応の関

係にある均等的拡大の場合にも全体の蓄積率C=拡大率〉が高ければ，等しく

f>GFの問題が二部門分割を前そもそも，そのことは，生ずるものである。

提しないでも，拡大再生産過程のなかで一般的に成立しうるものとして設定さ

したがって，均等的拡大か不均れていることを考慮すれば当然のととである。

等的拡大かは，後者が前者に比して，余剰生産手段が大きくなり，固定資本部

f>GFを強化する役割をもつにすぎないことになる。分が大きくなるので，

かくして，井村(1)の場合も， 富塚 (8)と同様，第 I部門の不均等的拡大=

生産と消費の不照応という論理を，恐慌の発現過程と結びつけるととはできな

かったのであり(了〉それ故，不照応のなかに含まれていたと思われるく逆転され

ねばならない〉というア・プリオリな主張は，結局，恐慌の発現過程で示され

不照応という意味でのるととはなかったといわなければならない。そして，

「生産と消費の矛盾Jが，f>GFを中心とする恐慌の発現過程とつながらない

恐慌の発現過程は， f>GFの問題に純化せざるをえず，そうする

ととによって， Cf生産と消費の矛盾」に含まれていた〉過少消費説的傾向は，

払拭されざるをえないことになる。

とすれば，

翠一山結

本稿では，恐慌・産業循環論を「生産と消費の矛盾」にもとづく実現理論と

して与える立場について検討を加えてきた。まず，過少消費説的立場への批判

V 

との過少消費説的立場をとえるものとして，富塚 (8)

これらの見解は， f生産と消費の矛盾」を第 I部

門の不均等発展と関連づけてとらえ直そうとしたものであったが，第ーに"第

富塚 (8)を批判

を出発点として，次に，

井村(1)の見解を批判した。

I部門の不均等発展が不均衡累積経路ではありえないζ とが，

富塚 (8)井する井村(1)によって明らかにされることになったし，第二に，

(12) 正確にいえば，富塚 (8)の場合は，第 I部門の不均等発展=生産と消費の矛盾の

激化と恐慌の発現過程とは，両立しえない中味をもっているのに対し， 井村(1)の

場合は，相互に無関係な中味をもっていたということになる。
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村(1)ともに， r生産と消費の矛盾Jを第 I部門の不均等発展と関連づけると

とによって，実現理論としての恐慌・産業循環論を完結させることはできなか

った。つまり，恐慌の発現過程の分析では，富塚 (8)は「資本の絶対的過剰生

産」をもちだす以外になかった(それをもちだせば，第 I部門の不均等発展=

「生産と消費の矛盾」の激化の解消を意味することになる)し. 井村(1)は

f>oFの問題を中心として叙述する以外になかった (f>oFは，第 I部門の

不均等的拡大でなくても成立しうるものである〉からである。

他方，過少消費説が，置塩(3 )によって批判されたように成立しえないもの

であるとすれば，結局， われわれは「生産と消費の矛盾」によって実現理論を

説くこと自体を放棄しなければならない。われわれが前稿で，下向法的接近に

よって新しい実現理論にもとづく恐慌・産業循環論を構築しようとしたのは，

従来の実現理論に対する以上のような批判がすでに前提きれていたからであっ

た。

とのように，前稿で用いた下向法的接近は， そもそも現在の恐慌・産業循環

論論争の限界をうち破るための一つの試論であったのであり，それ故本来は，

上向法的接近との統一がいま一度なされねばならない。但し，下向法と上向法

はそれぞれが互いを前提にする関係にあるので，恐慌・産業循環のより具体的

な様相が明らかになってはじめて，恐慌の可能性等についても正確な規定を与

えることができるということになる。〉それ故， われわれは，下向法的接近と上

向法的接近との統一は， 恐慌・産業循環論研究の最後の課題として残しておか

ざるをえないのである。

(13) たとえば，本稿では「生産と消費の矛盾」によって恐慌・産業循環を説く立場を批

判することに重点があったので，言及してこなかったが，第 I部門の不均等発展の分
析を中心とする再生産表式分析が恐慌・産業循環論にとって全く意味がないわけでは
ない。なぜなら，前稿では，部門分割なしで恐慌・産業循環論を与えたが，恐慌がど
の部門で発現し，どの部門が激烈な作用をラけ，どの部門から回復が始まれどの部
門が好況過程を主導するかといった諸問題は再生産表式分析に依拠してはじめ℃説か
れラるからである。
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